
様式第３号（第１３条関係） 

 

会議録 

会議の名称 令和６年度第１回朝霞市入札監視委員会 

開催日時 
令和７年１月１５日（水曜日） 

午前９時から午前１０時５０分まで 

開催場所 朝霞市役所 別館２階 第１委員会室 

出席者及び欠席者 

の職・氏名 

委 員３人（児玉委員長、佐久間委員、長瀬委員） 

事務局５人（丸山契約検査課長、高橋主幹兼課長補佐、百瀬係

長、佐藤主任、中島主事） 

 

下水道施設課３人（長島課長、七里主幹兼課長補佐、鶴見主任） 

欠席者なし 

議題 

１ 委員長の選出 

２ 職務代理者の指名 

３ 入札監視委員会の進め方について 

４ 入札等の審議について 

５ 入札及び契約手続きの運用状況の報告について  

６ 次回の会議等について 

会議資料 
抽出案件説明書 

入札及び契約手続きの運用状況の報告 

会議録の作成方針 

 □電磁的記録から文書に書き起こした全文記録 

 ■電磁的記録から文書に書き起こした要点記録 

 □要点記録 

 □電磁的記録での保管（保存年限   年） 

電磁的記録から文書に書き起こ 

した場合の当該電磁的記録の保 

存期間 

■会議録の確認後消去 

□会議録の確認後 か月 

会議録の確認方法 委員全員による確認 

傍聴者の数 なし 

その他の必要事項  
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  審議内容（発言者、発言内容、審議経過、結論等） 

 

【開会】 

・契約検査課長のあいさつ 

・委員の自己紹介、事務局の自己紹介 

・会議公開の決定 

・傍聴人の有無の確認 

・各委員の除斥確認 

 

【議題（１） 委員長の選出】 

 委員長に、児玉委員を選出した。 

 

【議題（２） 職務代理者の指名】 

 職務代理者に、佐久間委員を指名した。 

 

【議題（３） 入札監視委員会の進め方について】 

・開催頻度は、年２回とした。 

・開催時期は、上半期は８月又は１０月のいずれかとし、下半期は１月又は２月のい

ずれかとした。 

・上半期の審議対象案件は、前年度１０月から３月までに契約を締結した案件とし、

下半期の審議対象案件は、当該年度の４月から９月までに契約を締結した案件とし

た。 

・審議案件の抽出の方法は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の中から原則そ

れぞれ１案件ずつ、合計３案件程度抽出することとした。 

・案件抽出は、輪番制とし、児玉委員、佐久間委員、長瀬委員の順に担当することと

した。 

・本日の審議案件は、事務局提案とした。 

 

【議題（４） 入札等の審議について】 

 

案件名：大字溝沼地内ポンプ場建設工事 

（担当課：下水道施設課） 

 

入札に関する事項について、事務局から説明。 

業務内容について、担当課から説明。 

 

（佐久間委員） 

 質問は工事の話か。それとも入札の話か。 

 

（百瀬係長） 

どちらでも構わない。 

 

（佐久間委員） 

承知した。 
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一般競争入札で２者の業者が参加し、落札したのはこの１者であるが、予定価格に対

し９９．９１％、もう１者が９９．９９％となり非常に高過ぎるなと思う。予定価格を

市でどのように設定したのか。また、業者も同じような設計額を設定してきたというこ

とか。 

 

（七里主幹兼課長補佐） 

設計額について、まず、単価については、埼玉県から出された県単という単価表を用

いて積算しており、予定価格は設計金額と同額となっている。 

 

（百瀬係長） 

朝霞市の入札では、設計金額を事前公表している。 

 

（佐久間委員） 

承知した。設計金額を事前公表し予定価格を事後公表するということだが、設計金額

と予定価格は基本的に一致しているということで、予定価格を実質的には事前公表して

いるということか。 

 

（百瀬係長） 

実質的にはそのとおりである。 

 

（佐久間委員） 

予定価格を事前公表するというのは、どこかに規定があるか。 

 

（中島主事） 

朝霞市入札結果等公表要領に基づいて公表している。 

 

（佐久間委員） 

予定価格を基本的には事前公表しない、ということを様々な自治体が行っていると思

うが、朝霞市は、実質的に予定価格を事前公表しているということで理解した。 

 

（長瀬委員） 

今回のこの工事に参加したのは二つの企業体であったが、イメージとして多くの業者

が入札に参加するものではないかと思っていた。大規模な工事であり、もっと多くの業

者で競争するものだと思っていたが意外にもこの２者だけであったということだが、ど

のように公告や工事の発注情報を公開したのか。 

 

（百瀬係長） 

埼玉県電子入札共同システムに搭載されている情報公開システムで工事の情報を公開

した。 

また、事業者は、業界誌などから各自治体の発注情報を収集していると考える。 

 

（丸山課長） 

今回は２者による共同企業体での方法で、このような大規模なものを対象にするもの

で市では滅多にない方法である。 

また、構成員の１者については、朝霞市内に本店又は支店を置く業者という条件もあ

るため、ある程度業者数も限られているので、なかなか手を挙げて入札に参加しようと
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いう業者が少なかったのではないかと考えている。 

 

（児玉委員長） 

２者の共同というのは最近始まったものか、あるいは前から実施されているのか。 

 

（丸山課長） 

現在の形は令和３年度から朝霞市特定建設工事共同企業体取扱要綱を改正して、実施

している。 

 

（百瀬係長） 

現在の形になったのは令和３年であるが、それより前の平成１７年からこのような形

ができており、約２０年前からこのような制度が存在はしていた。 

 

（児玉委員長） 

徐々に共同企業体での入札に業者が慣れてくると入札参加者が増えてくるはずだとい

う考え方でよいか。 

 

（百瀬係長） 

この要綱に基づき共同企業体で発注できるのは、建築・土木工事で５億円以上で建築・

土木以外の工事では２億５，０００万以上となる。ある程度大規模なものに限定され、

朝霞市の規模を考えるとそこまでの規模は少ないため、機会もなかなかないというのが

現状である。 

 

（児玉委員長） 

承知した。 

令和３年から令和６年まで貯水池の事業を行い、今回ポンプ場の建設工事ということ

で、何か連続性というか貯水池を作ったところが技術的に次のポンプ場も作りやすく、

費用を抑えやすいなどそういう部分があるのか。 

 

（七里主幹兼課長補佐） 

基本的に今回ポンプ場を作っている場所は、こちらはいわゆる樋管という川に雨水を

出す管の部分で、今回工事を行っているところは、だいたいここの溝沼地区の面積とし

ては５５ヘクタールあり、最上流部がだいたいこの市役所周辺の降った雨が、ここのポ

ンプ施設に流れ込んでいく場所である。 

元々この場所は、既設の雨水幹線というものが入っており、黒目川に出ている管があ

るので、基本的にはその流出口にこういうポンプ施設等を建設し、強制的に排水する。 

場所の選定としては、その幹線のすぐ隣に建設することが一番その能力を発揮できる

ので、今回はこの５５ヘクタールの雨水が最終的にこの場所に流れてくるため、そこで

強制的に排水するポンプを築造し、場所の選定としてはやはり最後の部分であるここが

一番妥当であるということで計画し工事を行っている。 

 

（高橋主幹兼課長補佐） 

このポンプ場の建設の前に、既に竣工している調整池の整備工事がある。これを応札

した業者も、今回のポンプ場建設工事のこのＪＶ業者と同じ佐藤・林建設ＪＶが受注し

ている。 
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（児玉委員長） 

承知した。 

 

（佐久間委員） 

先ほどの話で、調整池の整備工事も発注先は佐藤・林特定建設工事共同企業体という

ことであったが、こちらも同じように入札したものか。 

 

（七里主幹兼課長補佐） 

調整池の整備工事についても、一般競争入札を経て今回と同じ佐藤・林特定建設工事

共同企業体が受注している。 

 

（佐久間委員） 

その入札における参加した共同企業体数も、それほど多くなかったということか。 

 

（中島主事） 

調整池の整備工事については、３者の共同企業体が入札に参加している。 

落札した共同企業体は同じであるが、２番目、３番目の共同企業体については、今回

の案件とは異なる２者による共同企業体であった。 

 

（佐久間委員） 

承知した。 

 

（長瀬委員） 

基本的に落札をする共同企業体というのは、応札金額が低い方という話であったが、

最低制限価格を上回っていればいいというだけで、そのほかの要素、例えば技術力や何

かの最低限の基準などそういうことを確認し、金額のどちらが高いか安いかということ

で落札する共同企業体を選定しているという理解でよろしいか。 

 

（百瀬係長） 

今回の工事の入札参加資格として設定した条件は、まず、２者による共同企業体であ

ること。２者のうち代表構成員の条件として地域要件が埼玉県内に本支店があること、

格付がＡ級であること、公共工事の元請で過去５年間のうち３億２，０００万円の工事

実績を有していることとした。 

似たような条件を構成員にも付しており、それぞれ地域要件が朝霞市内に本支店があ

ること、格付はＡ級またＢ級、公共工事の元請で過去５年間のうち９，６００万円の工

事実績があることとした。 

朝霞市では事後審査型条件付一般競争入札という方式で一般競争入札を行っており、

金額の応札があった後、条件を満たしているか事後的に審査できる書類の提出を求め、

その書類をチェックすることにより、今回設定した入札参加資格の条件をクリアしてい

るか確認している。 

資料の１ページ目の入札方法に、条件付一般競争入札（事後審査型）とは、各種条件

が付いていることと入札が終わった後に事後審査をするという意味である。 

 

（高橋主幹兼課長補佐） 

例規集に朝霞市事後審査型条件付一般競争入札実施要綱があり、これの第４条に入札
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参加資格という規定がある。 

 

（丸山課長） 

補足として、入札参加資格の条件もあるが、そもそも入札に参加するためには、まず、

入札参加資格者名簿に登載されていないと入札に参加できない。 

名簿登載に当たり、建設工事であれば建設業許可を取っているかなど適切な業者であ

るかどうか事前に審査をして、登録をされた業者でないとまず手を挙げられないという

形である。 

市としても、税金を使い工事を発注しているということであり、適切な業者に発注し

なければ工事がいい加減となってしまう恐れがあるため、そうならないように例えば工

事の設計金額に応じて、金額が大きいものであれば技術的にも難しい工種も入ってくる

と考えられるので、先ほどの格付でＡ級やＢ級というものを定め、事後審査で確認して

いる。 

なお、２年に一度、名簿の入れ替えを行っており、入札の参加を希望している業者の

資格審査を行い、作成した名簿に登載されたその業者で競争を行っているという状況で

ある。 

 

（佐久間委員） 

今回は事後審査型条件付一般競争入札であったが、例えば総合評価方式を実施しなか

ったというのは何か理由があるか。 

 

（丸山課長） 

朝霞市においても総合評価方式で入札を行う体制はあるが、実施まで至るような案件

というものは正直ここ何年もない。 

基本的にこういった高い技術力を要する案件では、総合評価方式を採用するか担当課

と調整を行いながら検討することになるが、今回に関しては、総合評価方式を採用せず

通常どおり金額で競争する形とした。 

 

（佐久間委員） 

あまり総合評価方式は実施していないということか。 

 

（丸山課長） 

そのとおりである。 

 

（佐久間委員） 

承知した。 

 

（案件に対する監視委員会からの意見） 

意見なし 

 

【議題（５） 入札及び契約手続きの運用状況の報告について】 

 

入札及び契約手続きの運用状況について、事務局から報告 

 

（佐久間委員） 

入札不成立案件の集計と随意契約実施件数の第８号による契約の集計の結果が相違し
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ているのではないか。 

 

（中島主事） 

委員指摘のとおり誤りである。全庁に照会した際に担当課から回答がなかったため集

計から漏れたものと考えるが、もう一度精査し、訂正した資料を送付する。 

 

（佐久間委員） 

承知した。 

 

（児玉委員長） 

随意契約実施件数の総価契約と単価契約の契約額にばらつきがあるように思うが、何

か理由はあるか。 

 

（丸山課長） 

これは年によって単価契約で行う場合の案件と、総価契約で行う場合の案件といろい

ろなケースがあり、多少ばらつきが出てくるものと考えている。 

したがって、事務局としてはここにばらつきがあるから問題ということはないと思う。 

発注する担当課の方でその年度に関しては、単価契約として発注する案件が多い時期

もあるため、総価契約と単価契約の契約件数や契約金額は年度によってばらつきが生じ

ることはよくあることであると考える。 

 

（児玉委員長） 

承知した。 

もう１点。７ページ目の辞退理由について、辞退した業者はこれ以降の入札参加に制

限がかけられるものか。例えば、基準として１回辞退したら一旦制限をかけてこれ以降

は駄目といったものなのかどうか知りたい。 

 

（丸山課長） 

一般競争入札に関しては、告示をしている期間内に、まず、手を挙げなければ入札に

参加できないため、一度参加申請を行い、その後事業者は、案件の精査をし、やはりこ

の案件は利益が出ない、又はこの案件はできない業務であったなど様々な理由により辞

退することがある。 

この期間で辞退することに関しては、朝霞市やほかの自治体も特にそういった制限を

かける話を聞いたことはないが、入札を行い落札していざ契約しようという段階で契約

の締結を辞退するケースは稀にある。 

落札したのに契約の締結をしなかった場合は、事業者の不誠実行為という扱いで、指

名参加停止措置という形でペナルティが発生するが、落札する前の辞退に関しては、特

段のペナルティはない。 

 

（児玉委員長） 

承知した。 

 

（佐久間委員） 

随意契約実施件数の集計について再度伺いたい。 

第２号による契約は競争入札に適してない契約で、第６号による契約は競争入札が不

利と認められる場合とあるが、案件の中身を見ないとわからないと思うがこのくらい件
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数があるという理解でよいか。 

また、第２号による契約の主な契約は、恐らくほかの何かの契約に関連している、又

は以前行った工事の修繕を実施するなどが考えられるが、ここでは理由についての集計

は特段していないのか。 

 

（中島主事） 

まず、件数について令和５年の上半期に締結した第６号による契約は、総価契約が１

２件、単価契約が２件、合計１４件。 

第２号による契約は、総価契約が１５３件、単価契約が１３３件でそれなりに契約数

がある。 

下半期の場合は残りの契約期間が短くなるため契約件数が少なくなるが、第６号によ

る契約の契約件数が０件になることはないと思う。 

参考に令和４年度の集計結果を示すと、第２号による契約が３１９件あり、第６号に

よる契約が１８件あり、内訳として第２号による契約は、総価契約が１８１件、単価契

約が１３８件あり合計で３１９件。第６号による契約は、総価契約が１６件、単価契約

が２件で合計が１８件ある。 

工事は、予定価格２５０万以上の案件について随意契約の適用理由を調査し公表をし

ているが、それ以外の業務委託やリース・購入案件については集計を行っていない。 

 

（丸山課長） 

補足として、本来は入札にかけなければいけない案件を随意契約しているケースもあ

ると思う。今回の入札監視委員会は入札案件を議題にしたが、今後、随意契約に関して

審議をする際に、何故随意契約をしたのかなどをこの委員会でぜひ議論できればと考え

ている。 

担当課は、基本的に自治法に基づいて随意契約を締結する際に何号を適用するか判断

していると思うが、本当にそれが適切であったかどうか今後審議いただければと思う。 

 

【議題（６） 次回の会議等について】 

 

・開催予定日：令和６年度第２回会議の開催日を、令和７年２月５日（水）とした。 

・次回の審議案件の抽出：児玉委員長 

 

（児玉委員長） 

 本日の会議は、以上とする。 

 


